
53.6

投入 常勤職員 1.65人 1.95人 1.95人 1.95人 1.95人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 407,950 487,713 487,713 487,713 487,713

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 基幹管路等の耐震化延長
ｍ

平成22年度既耐震化延長 28,715 28,560 28,704

① （21,110ｍ） 27,739 28,342 －

活動
② －

成果 基幹管路耐震化率
％

耐震済延長÷基幹管路延 74 73 73

① 長（39,210ｍ） 70.7 72.3 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

基幹管路の更新について、国道路管理者との技術協議により工事実施の見送りと、実施時の詳細設計により目標とする延長と
状況

に誤差が生じ目標値に届かななかった。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 20975 配水管更新事業

担当組織 上下水道部 水道施設課 担当 施設担当

組織コード
R2 91 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 70 xx xx xx xx 00

記入日 令和 2年 6月18日
R1 91 02 00 R1 70 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ● 対象

分野 07 上下水道

○ 対象外
施策 62 上水道の充実

事業期間 平成２３年度 ～ 

水道法 第5期拡張事業

根拠法令 関連計画 戸田市水道ビジョン

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
水道水需要者

上水道の安定した供給を維持するため、耐震性に配慮した配水管網の整備を進める。

事業目的

配水機能の中心となる管路と、救急指定病院や避難所等への配水管ルートの耐震化を進める。また、浄水場間を耐震性幹線

管路でループ化する。併せて、老朽管路の更新を推進する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

配水管更新工 配水管更新工 配水管更新工 配水管更新工 配水管更新工

事 事 事 事 事

事　業　費 396,651 474,359 474,359 474,359 474,359

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 186,355 299,000 299,000 299,000 299,000

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 210,296 175,359 175,359 175,359 175,359

人　件　費 11,299.2 13,353.6 13,353.6 13,353.6 13,3



2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

災害時においても、主に病院や避難所に飲料水を安定供給することを目的に、基

Ａ Ａ Ａ 幹管路及び老朽化の進む配水管の耐震化を推進している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

コスト縮減行動計画に基づく、コスト縮減を念頭に適切な設計単価と積算を実施

Ａ Ａ Ａ し、経費を含め十分な精査を行っている。

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

戸田市水道ビジョンに基づき経年管の耐震化を進めており、事業内容の検討も行

Ｂ Ａ Ａ っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事業を推進することにより、安心安全な水道水の供給に寄与していることから適

Ｂ Ｂ Ｂ 正である。

４．令和元年度中に実施した見直し内容
なし

見直し内容

なし

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

水道ビジョン2014（改訂版）に基づき、継続して基幹管路と老朽管路の更新を実施し耐震化を図っていく。

事業の方向性

水道ビジョン2014（改訂版）に基づき、管路更新については浄水場施設改良事業と並行しながら計画的かつ効率

的に実施し、耐震化率の向上を図っていく。

今後の取組方針



87,644 45,092 45,092 45,092

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 配水管布設延長
ｍ

延長28,000ｍ配水管網整 10,466 9,436 9,163

① 備 8,816 8,871.1 －

活動
② －

成果 配水管の耐震化率（増加率）
％

布設延長÷配水管整備延 4 4 1

① 長 2 2 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

当初計画していた布設工事について、水道事業における施設整備の優先順位を鑑み取りやめることとしたため、結果目標値に
状況

至らなかった。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 20984 配水管布設事業

担当組織 上下水道部 水道施設課 担当 施設担当

組織コード
R2 91 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 70 xx xx xx xx 00

記入日 令和 2年 6月18日
R1 91 02 00 R1 70 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ● 対象

分野 07 上下水道

○ 対象外
施策 62 上水道の充実

事業期間 平成２３年度 ～ 

水道法 第5期拡張事業

根拠法令 関連計画 戸田市水道ビジョン

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
水道水需要者

水需要予測に基づき、耐震性を考慮した配水管網の整備を進める。

事業目的

水の安定供給のため、土地区画整理事業の進捗を考慮し未配管道路へ配水管を整備する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

配水管布設工 配水管布設工 配水管布設工 配水管布設工 配水管布設工

事 事 事 事 事

事　業　費 8,858 74,633 32,081 32,081 32,081

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 4,123 63,800 28,900 28,900 28,900

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 4,735 10,833 3,181 3,181 3,181

人　件　費 10,614.4 13,011.2 13,011.2 13,011.2 13,011.2

投入 常勤職員 1.55人 1.9人 1.9人 1.9人 1.9人

人員 非常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

事業費＋人件費 19,472



4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

安定した給水を提供するため、配水管を整備することで耐震化の促進も図られて

Ａ Ａ Ａ いる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

公共工事コスト縮減計画に基づくコスト縮減を念頭に、十分な精査を行いながら

Ａ Ａ Ａ 実施している。

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

事業内容の検討を行いながら、適正な範囲での施工に努めている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事業を推進することにより、安心安全な水道水の供給に寄与していることから適

Ｂ Ｂ Ｂ 正である。

４．令和元年度中に実施した見直し内容
なし

見直し内容

なし

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

水道ビジョン2014（改訂版）に基づき、未配管道路等に新設管を布設することで安定供給を図りつつ、耐震化の

事業の方向性 促進及び管路のループを実施して行く。

水道ビジョン2014（改訂版）に基づき、水の安定供給のため配水管網を整備し、耐震化を図っていく。

今後の取組方針



目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 定期検査実施回数（臨時検査含）
回

月１回×１２カ月 12 12 12

① 14 12 －

活動
② －

成果 水質基準不適合回数
回

基準に基づく適合審査 0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

水質基準に不適合となることなく、１年間安全な水道水を供給できたため、目標達成と判断した。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 20985 水質管理事業

担当組織 上下水道部 水道施設課 担当 浄水場担当

組織コード
R2 91 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 70 xx xx xx xx 00

記入日 令和 2年 6月 4日
R1 91 02 00 R1 70 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ○ 対象

分野 07 上下水道

● 対象外
施策 62 上水道の充実

事業期間 昭和３２年度 ～ 

水道法 埼玉県水道水質管理計画

根拠法令 関連計画 水質検査計画

通 達 等 施政方針 水安全計画

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
水道水需要者

上水道の安定した供給を維持するため、水道水質の管理及び安全を推進する。

事業目的

水道水質基準に基づき、安全で安心出来る水道水質を確保するため水質管理を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

水質管理 水質管理 水質管理 水質管理 水質管理

事　業　費 3,769 4,649 4,649 4,649 4,649

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,769 4,649 4,649 4,649 4,649

人　件　費 2,739.2 7,190.4 7,190.4 7,190.4 7,190.4

投入 常勤職員 0.4人 1.05人 1.05人 1.05人 1.05人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,508 11,839 11,839 11,839 11,839

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標



検査計画の見直しを行い、これからも市民に安心

、安全な水道水を供給する。

また、水安全計画の定期的な見直しを行い、事件発生時でも迅速に対処し、安心で良質な水道水の供給を継続で

今後の取組方針 きる体制を目指す。

6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

水質基準を満足しなければ、水道水の供給停止につながることから、安全・安心

Ａ Ａ Ａ な水道水を維持する上で、水質管理は必要不可欠な事業である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

予算額については、複数業者からの見積により決定しており、執行額についても

Ｂ Ｂ Ｂ 、競争によるコスト縮減が図られた結果であることから、経費は適正と考えられ

る。

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

水質検査の精度と信頼性保証を確保するため、水道GLPまたはISO/IEC17025の認

Ｂ Ｂ Ｂ 定を受けた登録検査機関に委託していることから、事業手法は適正であると考え

られる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

水質管理を行うことによって、市民が安心して使用できる水質を維持し、安全な

Ｂ Ｂ Ｂ 水道水を提供できていることから、受益者の公平性と負担の適正化は図られてい

る。

４．令和元年度中に実施した見直し内容
埼玉県水道水質管理計画に基づき、農薬類の検査項目を変更した。

見直し内容

水質監視地点に指定されている取水井において、埼玉県水道水質管理計画に基づき、適切に農薬類の検査を実施

した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

水道水質の安心・安全性に対する市民の信頼を確保するためにも、現状の水質管理体制を維持する。

事業の方向性

水質検査結果の評価や法令改正等に基づき、必要に応じて水質



6,505.6

投入 常勤職員 0.7人 0.95人 0.95人 0.95人 0.95人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 209,394 271,144 288,506 401,506 856,506

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 浄水場施設及び設備更新件数（水
件

更新総件数26件 11 ─ ─

① 道ビジョン2014（改訂版）） （平成32年度まで） 11 ─ －

活動 中期経営計画（令和元年度～令和
件

施設更新件数 ─ 8 5

② 7年度） （令和7年度まで） ─ 7 －

成果 更新完了率（水道ビジョン2014（
％

更新完了件数÷更新総件 42.3 ─ ─

① 改訂版）） 数（％） 42.3 ─ －

成果 更新進捗率（水道事業中期経営計
％

施設更新件数÷更新計画 ─ 25.8 38.7

② 画） 数31件（％） ─ 22.6 －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

外的要因により３号取水井更新工事を見送ることとなったが、その他の更新工事等については計画通り実施した。しかしなが
状況

ら、工事の見送りにより活動・成果とも目標を達成できなかった。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 20987 浄水場施設改良事業

担当組織 上下水道部 水道施設課 担当 浄水場担当

組織コード
R2 91 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 70 xx xx xx xx 00

記入日 令和 2年 6月10日
R1 91 02 00 R1 70 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ● 対象

分野 07 上下水道

○ 対象外
施策 62 上水道の充実

事業期間 平成２３年度 ～ 

第５期拡張事業

根拠法令 関連計画 戸田市水道ビジョン2014（改訂版）

通 達 等 施政方針 戸田市水道事業中期経営計画（R1～R7）

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
水道水需要者

上水道の安定した供給を維持するため、浄水場施設等の改良改善を進める

事業目的

耐震性の低い浄水場施設等の耐震補強や耐用年数を向かえた設備の更新を計画的に行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

浄水場施設等 浄水場施設等 浄水場施設等 浄水場施設等 浄水場施設等

更新工事及び 更新工事及び 更新工事及び 更新工事及び 更新工事及び

修繕 修繕 修繕 修繕 修繕

事　業　費 204,600 264,638 282,000 395,000 850,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 76,030 160,000 375,000 840,000

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 204,600 188,608 122,000 20,000 10,000

人　件　費 4,793.6 6,505.6 6,505.6 6,505.6



き、浄水場施設等の稼働状況を注視しながら計画的かつ効率的に更新工事を

行い、水道水の安定供給を維持する。

今後の取組方針

8 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

水道事業中期経営計画に基づき、着実な基礎整備を行い、水道水の安定供給を維

Ａ Ａ Ａ 持してることから、重要な事業である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

適正な価格（埼玉県土木単価表、建設物価等）を使用して積算しており、入札に

Ｂ Ｂ Ｂ ついても、競争によるコスト削減が図られていることから、経費は適正と考えら

れる。

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

知識のある専門業者が事業を行い、支障なく業務が完了したことから、適正と考

Ｂ Ｂ Ｂ えられる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事業推進により、安心・安全な水道水の供給を受けることができるから、適正と

Ｂ Ｂ Ｂ 考える。

４．令和元年度中に実施した見直し内容
今後の更新計画について、効率性を考慮し計画の一部を見直した。（西部浄水場の更新スキーム及び東部・中部

浄水場の統廃合）

見直し内容

更新事業などの効率性や技術面を考慮し、事業を進めることで適正な施設運営が図れる。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

水道ビジョン2014（改訂版）に基づき耐用年数を迎えている浄水場施設等及び設備について、将来必要となる鋼

事業の方向性 板製配水池の更新を考慮した西部浄水場内の配水施設、取水井及び設備更新を計画的に行い、併せて東部及び中

部浄水場の統廃合を視野に入れた検討を進めていく。

水道ビジョン2014（改訂版）に基づ



.75人 0.75人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 105,339 107,986 107,986 107,986 107,986

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 浄水場運転日数
日

毎日運転（年間日数） 365 366 365

① 365 366 －

活動
② －

成果 運転停止日数
日

0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

水道水の供給停止に繋がるような事が無く、一年間水道水を安定供給した事から、目標達成と判断した。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 20988 浄水場運転管理事業

担当組織 上下水道部 水道施設課 担当 浄水場担当

組織コード
R2 91 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 70 xx xx xx xx 00

記入日 令和 2年 6月 5日
R1 91 02 00 R1 70 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ○ 対象

分野 07 上下水道

● 対象外
施策 62 上水道の充実

事業期間 昭和３２年度 ～ 

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
水道水需要者

上水道の安定した供給を行うため　浄水場施設の運転及び維持管理を行う。

事業目的

浄水場施設の運転業務及び維持管理業務の管理・監督を行う。平成28年度より戸田市上下水道事業包括委託の業務の一つと

なり、小修繕、調達業務等も実施している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

包括委託によ 包括委託によ 包括委託によ 包括委託によ 包括委託によ

る運転管理 る運転管理 る運転管理 る運転管理 る運転管理

事　業　費 101,915 102,850 102,850 102,850 102,850

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 101,915 102,850 102,850 102,850 102,850

人　件　費 3,424 5,136 5,136 5,136 5,136

投入 常勤職員 0.5人 0.75人 0.75人 0



リングを行い、業務の履行状況を確認するとともに次回の委託に向けた取り組みを行う。

また水道ビジョン2014（改訂版）で計画されている更新工事等の業務に対応し、運転停止することなく水道水の

安定供給を継続できるよう、包括委託先と協力して事業に取り組む。

今後の取組方針

10 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

浄水場の運転管理が適切に行われていなければ、水道水の水質悪化や供給停止に

Ｂ Ｂ Ｂ つながる。このため、適切な運転管理を継続することが、安全・安心な水道水の

安定供給に貢献すると考えられる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

公募型プロポーザル方式の入札による競争でコスト縮減が図られており、また包

Ｂ Ｂ Ｂ 括委託にしたことで対応する職員を削減していることから、経費は適当と考えら

れる。

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

運転停止することなく、業務が履行されていることから、業務手法は適正である

Ｂ Ｂ Ｂ 。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

運転管理が適切に行われ、水道水の安定供給が維持されていることから、受益の

Ｂ Ｂ Ｂ 公平性・負担の適正化は図られている。

４．令和元年度中に実施した見直し内容
次期包括委託に向けたプロジェクトチームにより、新規追加業務を選定した。

見直し内容

新たな業務等について検討がなされ、更なる技術継承や市民サービスの向上が期待される。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

モニタリングにより業務が適正に履行されている確認もとれていることから、包括委託業務を継続したい。

事業の方向性 また、水道ビジョン2014（改訂版）に基づいた施設更新事業に対応しながらの運転となり、運転管理技術が必要

になることから、技術力の向上を促していく。

モニタ



１実績 Ｒ２実績

活動 漏水調査戸数
戸

42,479 42,479 34,088

① 42,479 42,479 －

活動 管路音聴調査延長
ｋｍ

350 354.1 255.4

② 354.1 354.1 －

成果 漏水修理件数
件

320 320 320

① 354 315 －

成果 漏水調査による発見件数
件

200 200 200

② 194 170 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

目標値を達成できた。漏水調査による漏水発見修理件数は目標値を下回っているが、これは漏水箇所が減少していることであ
状況

るから達成したと判断できる。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 20990 漏水修理事業

担当組織 上下水道部 水道施設課 担当 施設担当

組織コード
R2 91 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 70 xx xx xx xx 00

記入日 令和 2年 6月18日
R1 91 02 00 R1 70 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ○ 対象

分野 07 上下水道

● 対象外
施策 62 上水道の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 

水道法 第5期拡張事業

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
水道水需要者、道路通行者

配水管、給水管漏水の早期発見、修理することにより漏水量減少を図る。

事業目的

地上漏水の修理及び地下漏水の早期発見、修理を実施する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

漏水修理 漏水修理 漏水修理 漏水修理 漏水修理

事　業　費 80,063 89,719 89,719 89,719 89,719

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 80,063 89,719 89,719 89,719 89,719

人　件　費 8,560 6,505.6 6,505.6 6,505.6 6,505.6

投入 常勤職員 1.25人 0.95人 0.95人 0.95人 0.95人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 88,623 96,225 96,225 96,225 96,225

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ



12 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

漏水による無効水量の縮減は、健全な経営財源に直結することから、漏水の早期

Ａ Ａ Ａ 発見・修理は非常に有効である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

年々漏水修理費用が縮小していることから適切である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

市内全域の漏水調査による早期発見と、修理の即時対応、老朽管の耐震化に伴う

Ｂ Ｂ Ｂ 老朽給水管の更新。これらの積み重ねで、管路の老朽化が進むなか、漏水件数が

縮減しているので適切である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

いくつかの取り組みにより、管路の老朽化が進むなか、漏水件数が縮減している

Ｂ Ｂ Ｂ ので適切である。

４．令和元年度中に実施した見直し内容
なし

見直し内容

なし

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

　有収率の向上とともに漏水による事業収益とならない水量の低減に効果があることから、今後も継続して事業

事業の方向性 を実施していく必要がある。

　計画的かつ積極的な漏水調査により、漏水の早期発見に努め無効水量の削減を図り、健全な水道事業経営に寄

与する。

今後の取組方針



人 1.05人 1.05人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 28,680 65,487 65,487 65,487 65,487

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 給水装置等申請件数
件

1,000 1,000 1,000

① 1,688 2,126 －

活動 検定満期水道メーター交換対象個
個

検定満期を迎えた水道メ ─ 7,986 8,922

② 数 ーター ─ 7,902 －

成果 給水装置等検査件数
件

1,000 1,000 1,000

① 600 739 －

成果 検定満期の水道メーター交換実施
％

交換完了個数÷交換対象 ─ 100 100

② 率 個数 ─ 99 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

・給水事業においては、申請件数は、目標を上回る結果となったが、共同住宅等の件数が多かったことと、検査件数が次年度
状況

の検査となる物件もあることから減少した結果となった。（申請件数はメーター１個に対し１申請数、検査件数は現場単位の
の分析

件数であるため差が生じている）

・水道メーター交換事業においては、ほぼ当初の計画どおり、対象メーターの交換を実施することが出来た。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 20992 給水事業

担当組織 上下水道部 水道施設課 担当 給水担当

組織コード
R2 91 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 70 xx xx xx xx 00

記入日 令和 2年 6月16日
R1 91 02 00 R1 70 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ○ 対象

分野 07 上下水道

● 対象外
施策 62 上水道の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 

・水道法

根拠法令 ・計量法 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
・給水装置工事事業者

・検定満期になった水道メーターの需要者

給水装置工事の安全性を確認し、安全な水道水を供給する。

事業目的

給水装置の申請内容及び施工が基準に適合しているか確認する。

また、計量法に基づく水道メーターの交換を適正に行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

給水受付等 給水受付等 給水受付等 給水受付等 給水受付等

（水道メータ （水道メータ （水道メータ （水道メータ

ー交換事業を ー交換事業を ー交換事業を ー交換事業を

含む） 含む） 含む） 含む）

事　業　費 22,517 58,297 58,297 58,297 58,297

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 22,517 58,297 58,297 58,297 58,297

人　件　費 6,163.2 7,190.4 7,190.4 7,190.4 7,190.4

投入 常勤職員 0.9人 1.05人 1.05



まえ、【給水装置工事施工基準・解説書】

及び【直結給水装置工事施工基準・解説書】を更新した。

見直し内容 ・水道メーター交換事業においては、特になし。

・給水事業においては、基準書等を更新したことにより、更なる水道施設の維持管理の向上が図れる。

・水道メーター交換事業においては、特になし。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

・給水事業においては、水道法及び給水条例に基づく申請等の処理であり、また、水道分担金の徴収に直接係わ

事業の方向性 る事務であるため継続して実施して行く。

・水道メーター交換事業においては、計量法に基づき、料金徴収の指針である水道メーターを使用期限前に交換

する必要があるため今後も継続して実施していく。

次年度（令和元年度）より、水道メーター交換事業と統合する。

・給水事業においては、当該事業の一部である給水窓口業務を包括委託の一つとして委託しているが、水道事業

中期経営計画に基づき健全な経営の維持と事業運営を図るため、継続していきたい。

・水道メーター交換事業においては、健全な経営の維持をしていくために、水道事業の収益である水道料金を徴

今後の取組方針 収するための水道メーターであり、また、計量法に基づき交換する事業であることから、今後も、交換対象メー

ターの管理を正確に行い実施していく。
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

・給水事業においては、法に定められた給水管材料を使用させることで安全な水

Ａ Ａ Ａ 道水の供給を行うことが出来ている。

・メーター交換事業においては、水道事業の健全な経営を維持していくために、

正確な水道使用量の徴取を前提に水道メーターの交換を行った。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

・給水事業においては、給水受付窓口は委託化を実施しており、経費の削減が図

Ｂ Ｂ Ｂ れている。包括委託化により工事竣工検査補助等の経費の削減が図られている。

・メーター交換事業においては、対象のメーターのデータの作成、交換した水道

メーターの回収作業について、包括委託により経費の削減を図っている。

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

・給水事業においては、包括委託化に伴い給水装置工事竣工検査補助や給水管取

Ｂ Ｂ Ｂ 出し・撤去工事の立会い業務も委託化された。

・メーター交換事業においては、満期となったメーターを年間7,900個ほど交換

し、かつ断水を伴うことから専門知識を持つ者との委託は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

・給水事業においては、需要者が水道法に基づき申請する工事であり、市は条例

Ｂ Ｂ Ｂ に基づき分担金等を徴取しており、受益の公平性は図られている。

・水道メーター交換事業においては、計量法に基づき検定満期となった水道メー

ターの需要者を対処に実施していることから、公平性は保たれている。

４．令和元年度中に実施した見直し内容
・給水事業においては、昨今の水道事業を取り巻く環境の変化等を踏


